
令和４年度

川崎市予算案について

令和４年２月

川崎市は「SDGs未来都市」です

SDGs（持続可能な開発目標）は、2015年に

国連で採択された、全世界共通の目標です。

誰一人取り残さずに全ての人にとってよりよい

世界にするために、世界中の人がSDGsの達成

に向けて動き出しています。

川崎市は「SDGs未来都市」として、国から選

定されています。





は じ め に

～ 「最幸のまち かわさき」をめざして ～ 

我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が徐々に緩和され

る中で、このところ持ち直しの動きがみられる一方で、感染症による影響や供給面で

の制約等による下振れリスクに十分注意する必要があるとされており、引き続き社会

経済情勢を注視していかなければなりません。 

このような中で、本市財政は、新型コロナウイルス感染症に伴う景気の落込みに

加えて、ふるさと納税による減収の拡大や法人市民税の国税化、新たに生じた行政需

要に対する国の財政措置が十分ではないなど、厳しい環境にあります。 

こうした中においても、一日でも早く皆さまが安心して暮らせる日常を取り戻せ

るよう、引き続き、新型コロナウイルス感染症への対応に全力で取り組むとともに、

社会保障や防災・減災対策、都市機能の充実など、将来を見据えて乗り越えなけれ

ばならない課題に的確に対応できるよう、令和４年度予算につきましては、総合計

画第３期実施計画の初年度として、基本構想に掲げる「めざす都市像『成長と成熟

の調和による持続可能な最幸のまち かわさき』」の実現をめざし、次の考え方を基

本に編成を行いました。 

まちに対する愛着を育てる「成熟」戦略では、川崎らしい地域包括ケアシステム

の構築に向けた取組や、地域コミュニティの中核である町内会・自治会の活性化と

「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づく取組を進めるとともに、

「かわさきパラムーブメント」の取組を推進します。また、「かわさきＧＩＧＡスク

ール構想」と学習履歴（スタディ・ログ）など教育データの活用の推進による未来

を担う人材の育成や、質の高い保育・幼児教育の推進や児童家庭支援体制の強化な

どの取組を推進します。 

まちに活気や活力をもたらす「成長」戦略では、２０５０年の脱炭素社会実現に

向けた取組や、臨海部の活性化、デジタル化・国際化に対応したイノベーションの

推進や中小企業の支援・商業の振興を進めるとともに、広域拠点・地域生活拠点等

や交通環境の整備、まちの魅力を高める緑と水の豊かな環境づくりを推進します。 

「『成長』と『成熟』を支える基盤づくり」では、国土強靭化の推進・地域防災力

の向上や、感染症対策の強化とともに、資産マネジメント、デジタル化及び地方分

権改革の推進を図ります。 

また、今後も厳しい財政環境が続くことが見込まれることから、緊張感を持って

行財政改革や財政健全化の取組を着実に進めます。 

「ＳＤＧｓ未来都市」として、誰一人取り残さず、今後も持続可能な都市であり

続けるため、「成長」と「成熟」の調和する「最幸のまち かわさき」の実現をめざ

して取り組んでまいります。 

令和４年２月                川崎市長 福 田 紀 彦 
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一般会計当初予算の規模 

８，７８５億円 （対前年度 ＋577 億円 ・ ＋7.0％）
・ 8 年連続で過去最大の規模

・ 過去の減債基金借入金（656 億円）を除いた場合 8,129 億円  

(対前年度 ＋573 億円 ・ ＋7.6％)

市税収入 ３，６７１億円 （対前年度 ＋217 億円 ・ ＋6.3％）
・ 個人市民税、法人市民税及び固定資産税の増により３年ぶりに増となり、過去最大 

市 債 ９３１億円 （対前年度  ＋198 億円 ・ ＋27.0％）
・ 本庁舎等建替事業や橘処理センター整備事業の進捗による増など 

減債基金新規借入金 ２３９億円
・ 厳しい財政状況においても『最幸(※)のまち かわさき』の実現 

に向けた取組を切れ目なく推進 

   ・ 平成 24 年度決算からの借入総額は 895 億円 

○脱炭素化の推進 
2050 年の脱炭素社会実現に向けた取組の推進

○臨海部の活性化 
「臨海部ビジョン」に基づく戦略的マネジメン 

トや新産業創出拠点の形成等の取組の推進

○
デジタル化・国際化に対応したイノベーション 

の推進や中小企業の支援・商業の振興

○広域拠点・地域生活拠点等や交通  
環境の整備 
鉄道駅を中心とした便利で快適な暮らしの実現 

や道路・鉄道網、身近な交通環境の整備の推進 

○まちの魅力を高める緑と水の豊かな 
環境づくり 
等々力緑地などにおける魅力にあふれる公園 

緑地のパークマネジメントや多摩川の魅力向 

上などの取組の推進 

「力強い産業都市づくり（成長）」 

１  予 算 案 の ポ イ ン ト 

○川崎らしい地域包括ケアシステムの 
構築に向けた取組 
多様な主体による具体的な取組の促進と看護 

人材の戦略的な養成 

○
町内会・自治会の活性化に向けた支援と「こ 

れからのコミュニティ施策の基本的考え方」 

に基づく取組の推進 

○かわさきパラムーブメントの推進 
「誰もが自分らしく暮らし、自己実現を目指 

せる地域づくり」に向けた取組の推進 

○未来を担う人材の育成 
「かわさき GIGA スクール構想」と学習履歴 

など教育データの活用の推進 

○質の高い保育・幼児教育の推進や児童
家庭支援体制の強化 
保育受入枠の確保や保育の質の維持・向上、 

児童家庭支援体制の強化などの取組の推進 

社会経済環境の変化にも的確に対応して『成長と成熟の調和 
による持続可能な最幸(※)のまち かわさき』 の実現をめざします

「安心のふるさとづくり（成熟）」 

「成長」と「成熟」を支える基盤づくり 

○国土強靭化の推進・地域防災力の向上 地震や風水害等に対する日頃からの備えを強化 

○感染症対策の強化 新型コロナウイルス感染症への対応と体制の強化 

○資産マネジメントの推進 資産保有の最適化、施設の長寿命化、財産の有効活用の推進

○デジタル化の推進 デジタル技術とデータを活用した市民サービス向上と市役所内部の業務改革の推進

○地方分権改革の推進 特別自治市制度の実現を含めた地方分権改革に向けた取組の推進 
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①効率的・効果的な事業執行の推進 

民間活力の活用、資産マネジメントの取組 など 

② 税源涵養に向けた取組の推進 

 成長が見込まれる分野の産業振興、市内経済の活性化 など 

③ 財源確保に向けた取組の推進 

 市税等の債権確保策の強化、市有財産の有効活用 など 

④ 将来負担の抑制 

 市債残高の適正管理、減債基金借入金の早期の返済 など 

⑤ 「収支フレーム」に沿った財政運営 

 持続可能な行財政基盤の構築に向け、指針に沿った財政運営 

⑥ 財政運営の「取組目標」の設定 
 ・早期の収支均衡 

・プライマリーバランスの安定的な黒字の確保 

・減債基金借入金の早期の返済 

「今後の財政運営の基本的な考え方」については、１５０ページ参照 

「今後の財政運営の基本的な考え方」に基づき 
持続可能な行財政基盤の構築に取り組みます 

① 市民ニーズと地域課題の的確な把握
市民本位の行財政運営に向け、市民ニーズの的確な把握による 

地域に根差した課題解決を行います。 

② 市民サービスの「質的改革」の推進
必要なサービスを、より質の高いものとして確実に届け、 

市民満足度の一層の向上を図ります。 

③ 市役所内部の「質的改革」の推進

職員と市役所組織の質の向上を図ります。 

④ 効率的・効果的な行財政運営 

簡素で効率的・効果的かつ機動的な組織整備や多様な手法に 

よる財源の確保などに取り組みます。 

⑤ 「働き方・仕事の進め方改革」の推進 
職員が能力を十分に発揮できる環境を整えながら、総合計画の 

推進体制を下支えする職場づくりを進めます。 

「行財政改革の取組」については、３８ページ参照 

「行財政改革第２期プログラム」等に基づく取組の 
効果を確実に反映しています 

※「最幸」とは・・川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという 

思いを込めて使用しています。 
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令和４年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計の予算規模は、     

1 兆 5,490 億 7,081 万円で、前年度に比べ 449 億円の増（＋3.0％）となっています。 

※端数処理の関係で、合計欄の予算額と各会計の予算額の合計が一致しない場合があります。 

  一般会計は 577 億円・7.0％の増

本庁舎等建替事業や橘処理センター整備事業の進捗による増などにより、前年度に比べ

577 億円の増（＋7.0％）となっています。 

※ 一般会計について、過去の減債基金からの借入額（令和４年度 656 億円、令和３年度 652 億円）

を除いた場合の予算額は、令和４年度 8,129 億 1,274 万円、令和３年度 7,556 億 4,131 万円で、 

572 億 7,143 万円の増（+7.6％）となります。 

  特別会計は 119 億円・2.6％の減

国民健康保険事業会計における国民健康保険事業費納付金の増や介護保険事業会計におけ

る介護サービス費の増などがあるものの、公債管理会計における市債償還元金の減などによ

り、特別会計（13 会計）合計では前年度に比べ 119 億円の減（△2.6％）となっています。 

（98 ページ参照） 

会 計 名 令和４年度予算 令和３年度予算 増減率 

一 般 会 計 8,785 億 1,274 万円 8,208 億 4,131 万円 7.0％ 

特 別 会 計（13 会計） 4,560 億 8,506 万円 4,680 億 3,862 万円 △2.6％ 

企 業 会 計（５会計） 2,144 億 7,301 万円 2,153 億 3,684 万円 △0.4％ 

合   計 1 兆 5,490 億 7,081 万円 1 兆 5,042 億 1,677 万円 3.0％ 

２  予 算 の 規 模 
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  企業会計は 9 億円・0.4％の減

水道事業会計における建設改良費の増などがあるものの、病院事業会計における建設改良

費の減、下水道事業会計における企業債償還金の減などにより、企業会計（５会計）合計

では前年度に比べ 9 億円の減（△0.4％）となっています。（92～97 ページ参照） 

一般会計

7,088 
7,366 7,591 7,925 8,208 8,785 

特別会計

5,053
4,939 5,002 4,859 4,680

4,561

企業会計

2,303
2,151 2,016 2,069 2,154

2,145
14,444 14,456 14,609 14,853 15,042 15,491

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

予 算 規 模 の 推 移（億円）

令和３年度補正予算との一体的な予算編成 

令和３年度の国の補正予算等を活用して、令和４年度予算を一部前倒しし、令和３年度 

３月補正予算と一体的に切れ目のない予算編成を実施します。 

【令和３年度３月補正予算】   126 億円 

 道路改良事業、区役所事務サービスシステム等 

の改修、義務教育施設の再生整備、学校トイレ 

の改修など 

 （建設緑政局、市民文化局、教育委員会事務局） 

【令和４年度予算】      8,785 億円 

  合 計          8,911 億円 

        （対前年度当初予算 ＋8.6％） 
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※端数調整の関係で、合計が一致しない場合があります。 

＜ 歳 入 予 算 ＞ 

本市歳入の根幹である市税は、前年度に比べ 217 億円の増、歳入予算全体の 41.8％を占め

る 3,671 億円となっています。また、前年度に比べ、本庁舎等建替事業や橘処理センター整備

事業の進捗による増などにより、市債が 198 億円の増となっています。 

 市  税 3,671 億円（＋6.3％）   

所得の増加により個人市民税が 88 億円の増、企業収益の増加により法人市民税が 43 億円

の増、償却資産の増加等により固定資産税が 73 億円の増となり、市税全体では前年度に比

べ 217 億円の増となっています。 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

市 税 367,067    41.8   345,390    42.1   21,677  6.3

地 方 譲 与 税 3,490      0.4    2,955      0.4    535     18.1

交 付 金 43,915     4.9    42,779     5.3    1,136   2.7

地方特例交付金 2,187      0.2    4,973      0.6    △ 2,786   △ 56.0

地 方 交 付 税 388        0.1    1,105      0.1    △ 717     △ 64.9

国 庫 支 出 金 162,057    18.4   146,675    17.9   15,382  10.5

県 支 出 金 40,119     4.6    36,138     4.4    3,981   11.0

財 産 収 入 8,501      1.0    8,385      1.0    116     1.4

繰 入 金 94,489     10.8   98,407     12.0   △ 3,918   △ 4.0

市 債 93,133     10.6   73,326     8.9    19,807  27.0

そ の 他 63,167     7.2    60,708     7.3    2,459   4.1

合 計 878,513    100.0  820,841    100.0  57,672  7.0

（単位：百万円・％）

令和３年度令和４年度
区　　分

増　減

増 減 額 増減率

1,228

1,602
1,713 1,743

1,650
1,738

191

208

223 161

108

151

1,419

1,810

1,936
1,904

1,758

1,889

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

市民税の推移

法人

個人

（億円）

491 505 509 511 511 525

498 502 518 536 527 555

220 221 225 226 200
231

3 3 3
3 3

3
1,212 1,231 1,255 1,276

1,241
1,314

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

固定資産税の推移

その他

償却資産

家屋

土地

（億円）

３  一般会計予算案の概要 
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  地方特例交付金 22 億円（△56.0％）  

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の減などにより、前年度に比

べ 28 億円の減となっています。 

  地方交付税 ４億円（△64.9％）  

令和４年度については、普通交付税の不交付団体となる見込みであることにより、前年

度に比べ７億円の減となっています。 

  国庫支出金 1,620 億円（＋10.5％） 

保育受入枠の拡大による子どものための教育・保育給付費負担金や新型コロナウイルス

ワクチン接種体制確保事業費補助金の増などにより、前年度に比べ 153 億円の増となってい

ます。 

県 支 出 金 401 億円（＋11.0％）   

神奈川県新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の増などにより、前年度に比べ

40 億円の増となっています。 

  繰 入 金 945 億円（△4.0％）  

財源対策のための減債基金借入金の減などにより、前年度に比べ 39 億円の減となってい

ます。 

  市  債 931 億円（＋27.0％）  

制度融資預託金に係る金融対策債や臨時財政対策債の減などがあるものの、本庁舎等建替

事業や橘処理センター整備事業の進捗による増などにより、前年度に比べ 198 億円の増と 

なっています。 

また、一般会計における市債の令和４年度末の現在高見込額は※8,803 億円で、市民一人

当たりでは 57 万 2,059 円となります。（143 ページ参照） ※減債基金積立金控除後の金額 

市税収入の確保に向けた取組 

市税収入確保対策の推進により、令和２年度の市

税収入率は 99.2％となり、過去最高と並ぶ収入率を

引き続き確保しました。また、収入未済額は約2４億

円となり前年度から約１億円の増加となりました。 

令和４年度においては、「納税お知らせセンター」

からの電話による納付呼びかけなどの初期未納対策

に加えて、納期内納付の促進の取組をきめ細かく実

施するとともに、納付機会の拡大を図り、市税収入

率を維持・向上させ、市民負担の公平性と財源の確

保に努めていきます。（４１ページ参照） 
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＜歳 出 款 別 （目 的 別 ）予 算 ＞ 

歳出予算を款別（目的別）に見ると、健康福祉費が全体の 20.4％を占める 1,795 億円とな

っているほか、こども未来費が 1,346 億円（15.3％）、教育費が 1,117 億円（12.7％）、公債費

が 730 億円（8.3％）、国民健康保険事業や介護保険事業などに対する諸支出金が 1,206 億円

（13.7％）などとなっています。 

 総 務 費 893 億円（＋45.7％）   

防災行政無線設備再整備工事完了による減などがあるものの、本庁舎等建替事業の進捗な

どにより、前年度に比べ 280 億円の増となっています。 

 市民文化費 90 億円（＋7.3％）   

市民プラザ整備事業の進捗による減などがあるものの、スポーツ施設の改修及び特定天井

対策工事の進捗による施設整備事業費の増などにより、前年度に比べ６億円の増となって

います。 

 こども未来費 1,346 億円（＋5.4％）   

保育受入枠の拡大による民間保育所運営費の増、中部児

童相談所改修工事の進捗による児童福祉施設整備事業費の

増などにより、前年度に比べ 69 億円の増となっています。 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

議 会 費 1,697      0.2    1,700      0.2    △ 3       △ 0.2

総 務 費 89,350     10.2   61,345     7.5    28,005  45.7

市 民 文 化 費 8,983      1.0    8,373      1.0    610     7.3

こ ど も 未 来 費 134,653    15.3   127,739    15.6   6,914   5.4

健 康 福 祉 費 179,482    20.4   160,806    19.6   18,676  11.6

環 境 費 38,749     4.4    29,772     3.6    8,977   30.2

経 済 労 働 費 24,689     2.8    33,079     4.0    △ 8,390   △ 25.4

建 設 緑 政 費 27,077     3.1    25,375     3.1    1,702   6.7

港 湾 費 11,431     1.3    12,344     1.5    △ 913     △ 7.4

ま ち づ く り 費 21,125     2.4    20,474     2.5    651     3.2

区 役 所 費 18,169     2.1    18,442     2.2    △ 273     △ 1.5

消 防 費 17,141     2.0    17,325     2.1    △ 184     △ 1.1

教 育 費 111,715    12.7   114,131    13.9   △ 2,416   △ 2.1

公 債 費 72,961     8.3    71,187     8.7    1,774   2.5

諸 支 出 金 120,591    13.7   118,049    14.4   2,542   2.2

予 備 費 700        0.1    700        0.1    -       -

合 計 878,513    100.0  820,841    100.0  57,672 7.0

（単位：百万円・％）

区　　分
令和４年度 令和３年度 増　減

増 減 額 増減率
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 健康福祉費 1,795 億円（＋11.6％）   

障害福祉サービス利用者の増による障害者（児）介護給付等事業費

の増、新型コロナウイルス感染症対策事業費やワクチン接種の実施に

よる予防接種事業費の増などにより、前年度に比べ 187億円の増となっ

ています。 

 環 境 費 388 億円（＋30.2％）   

浮島処理センター基幹的施設整備事業の進捗による減などがあるものの、橘処理センター

整備事業の進捗による処理センター整備事業費の増などにより、前年度に比べ 90 億円の増

となっています。 

 経済労働費 247 億円（△25.4％）   

制度融資預託金の新型コロナウイルス感染症対策分の減による間接融資事業費の減や新型

コロナウイルス感染症対応資金利子補給金の減による信用保証等促進支援事業費の減などに

より、前年度に比べ 84 億円の減となっています。 

 建設緑政費 271 億円（＋6.7％）   

ガス橋長寿命化工事の進捗による橋りょう長寿命化事業費の減な

どがあるものの、京浜急行大師線連続立体交差事業やＪＲ南武線連

続立体交差事業の進捗による増、富士見公園整備事業費の増などに

より、前年度に比べ 17 億円の増となっています。 

 港 湾 費 114 億円（△7.4％）   

臨港道路東扇島水江町線に係る国直轄工事負担金の減などにより、前年度に比べ９億円

の減となっています。 

 まちづくり費 211 億円（＋3.2％）   

登戸地区土地区画整理事業や稲田堤駅橋上駅舎化工事などの南武線駅アクセス向上等整備

事業の進捗による増などにより、前年度に比べ６億円の増となっています。 

 教 育 費 1,117 億円（△2.1％）   

児童生徒の増加に伴う校舎の増築による増などがあるものの、義務教育施

設の再生整備等の令和３年度予算への前倒しによる減などにより、前年度に

比べ 24 億円の減となっています。 

 諸 支 出 金 1,206 億円（＋2.2％）   

国民健康保険システムの再構築費用の増による国民健康保険事業会計繰出金の増などに

より、前年度に比べ 25 億円の増となっています。 
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＜ 歳 出 性 質 別 予 算 ＞ 

歳出予算を性質別にみると、人件費・扶助費・公債費の「義務的経費」は、歳出予算の

51.8％にあたる 4,551 億円となっています。 

また、公共施設の整備などの「投資的経費」は、15.3％にあたる 1,343 億円、委託料、補助

金、繰出金などの「その他の経費」は、32.9％にあたる 2,891 億円となっています。 

 義 務 的 経 費 4,551 億円（＋2.5％）  

人件費は職員数の増などにより前

年度に比べ５億円の増、扶助費は

待機児童対策の継続的な推進や障

害福祉サービス利用者の増などに

より前年度に比べ 89 億円の増で、

義務的経費全体としては、前年度

に比べ112億円の増となっています。 

なお、歳出予算に占める義務的経

費の割合は投資的経費の増による

影響で大きく減少し、令和４年度

予算では 51.8％となっています。 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

455,074    51.8   443,943    54.1   11,131  2.5

人 件 費 155,788    17.7   155,287    18.9   501     0.3

扶 助 費 226,768    25.8   217,918    26.6   8,850   4.1

公 債 費 72,518     8.3    70,738     8.6    1,780   2.5

134,272    15.3   98,066     11.9   36,206  36.9

補 助 40,368     4.6    41,376     5.0    △ 1,008   △ 2.4

単 独 93,705     10.7   56,191     6.8    37,514  66.8

災 害 復 旧 199        0.0 499        0.1    △ 300     △ 60.2

289,167    32.9   278,832    34.0   10,335  3.7

うち繰出金 43,075     4.9    40,314     4.9    2,761   6.9

878,513    100.0  820,841    100.0  57,672  7.0

そ の 他 の 経 費

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

合 計

区 分

（単位：百万円・％）

令和４年度 令和３年度 増　　減

増 減 額 増減率

※端数処理（四捨五入）の関係で、合計額が一致しないことがあります。
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【人件費】 

期末手当及び退職手当の減があるものの、職員数の増などにより、前年度に比べ５億円増

（＋0.3％）の 1,558 億円となっており、人件費比率は 17.7％となっています。

【扶助費】 

待機児童対策の継続的な推進によ

る保育事業費の増、障害福祉サービ

ス利用者の増加による給付費の増な

どにより、扶助費は年々増加し、前

年度に比べ 89 億円増（＋4.1％）の

2,268 億円、占める割合は 25.8％と

なっています。 

【公債費】 

元金の増により、前年度に比べ18

億円増（＋2.5％）の 725 億円、占

める割合は 8.3％となっています。 

 投 資 的 経 費 1,343 億円（＋36.9％）   

義務教育施設の再生整備等の令和３年度予算へ

の前倒しによる減などがあるものの、本庁舎等建

替事業や橘処理センター整備事業の進捗による増

などにより、前年度に比べ 362 億円増の 1,343 億円、

占める割合は 15.3％となっています。 

 その他の経費 2,891 億円（＋3.7％）   

新型コロナウイルスワクチン接種事業費の増に伴う物件費の増などにより、前年度に比

べ 103 億円増の 2,891 億円、占める割合は 32.9％となっています。また、その他の経費に

含まれる繰出金は、前年度に比べ 28 億円増の 431 億円、占める割合は 4.9％となっていま

す。 

※端数処理（四捨五入）の関係で、合計額が一致しないことがあります。

新本庁舎完成イメージ 
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